
年

明治 大正 昭和

1800年代 1900年代

’75 ’79 ’20頃 ’24 ’28 ’37 ’38 ’40 ’50 ’52 ’53 ’55 ’60 ’62 ’64 ’67 ’68

 

経
済
・
社
会
動
向

 

新
卒
就
職
・
採
用
を
め
ぐ
る
動
き

慶
應
義
塾
の
卒
業
生
・
荘
田
平
五
郎
が
三
菱
に
入
社〈
新
卒
就
職
の
第
１
号
の
可
能
性
〉

三
菱
が
大
卒
者
の
定
期
採
用
を
開
始

就
職
希
望
者
に
対
す
る
選
抜
試
験
の
慣
行
化〈
新
卒
一
括
採
用
方
式
の
定
着
〉

東
京
大
学
と
早
稲
田
大
学
が
組
織
的
に
学
生
の
就
職
斡
旋
を
開
始

三
井
、
三
菱
、
第
一が
中
心
と
な
り 
「
入
社
試
験
は
卒
業
後
に
行
う
」こ
と
を
決
定〈
就
職
協
定
の
起
源
〉

学
校
卒
業
者
使
用
制
限
令
施
行
。
新
卒
者
は
国
に
よ
っ
て
分
配
さ
れ
る
こ
と
に

就
職
希
望
者
数
16
万
３
５
９
３
人

会
社
職
員
給
与
令
施
行
。
初
任
給
が一
律
化
さ
れ
る

朝
鮮
戦
争
に
よ
る
米
軍
特
需
を
き
っ
か
け
に
、
新
卒
の
定
期
採
用
が
復
活

文
部
省
の
通
達
の
か
た
ち
で
、
初
め
て
就
職
期
日
の
指
針
が
示
さ
れ
る

就
職
協
定
ス
タ
ー
ト
。
学
生
の
推
薦
開
始
は
10
月
1
日
以
降
、

大
学
の
就
職
斡
旋
開
始
は
、
文
系
10
月
1
日
、
理
工
系
10
月
13
日
と
さ
れ
た

好
況
に
よ
り
新
卒
採
用
数
が
拡
大

企
業
の
選
考
時
期
は
4
年
生
の
5
月
ま
で
繰
り
上
が
っ
た

採
用
活
動
の
早
期
化
が
社
会
問
題
化
し
、「
青
田
買
い
」と
称
さ
れ
る

日
経
連
が
野
放
し
宣
言
、
一
時
協
定
廃
止　

採
用
活
動
の
早
期
化
が
激
化

「
早
苗
買
い
」「
苗
代
買
い
」と
称
さ
れ
、
大
学
3
年
生
の
2
、
3
月
に
就
職
が
決
ま
る
の
が
珍
し
く
な
く
な
っ
た

就
職
希
望
者
数
23
万
７
７
４
０
人

好
景
気
で
、
企
業
の
採
用
意
欲
が
急
騰
。
た
だ
し
大
学
紛
争
が
激
化
し
、
内
定
者
の
留
年
問
題
が
発
生

 

リ
ク
ル
ー
ト
メ
デ
ィ
ア
の
発
信

大
学
新
卒
者
向
け
の
求
人
情
報
誌『
企
業
へ
の
招
待
』創
刊

大
学
新
卒
者
向
け
の
就
職
情
報
誌『
就
職
ジ
ャ
ー
ナ
ル
』創
刊

【付録】新卒採用・就職の歴史

国家総動員法制定 朝鮮特需 東京オリンピック
開催

神武景気
（1954〜１９５７年）

「就職先を自分の意思
で選ぶ」という価値が市
場に提案される

34



平成

1900年代 2000年代

’70 ’73 ’75 ’76 ’77 ’79 ’80 ’82 ’84 ’85 ’86 ’87 ’89 ’90 ’91 ’92 ’95 ’96 ’97 ’98 ’99 ’00 ’01 ’02 ’03 ’04 ’05 ’07 ’08 ’09 ’10 ’11 ’13 ’14 ’15

学
生
が
3
年
生
の
12
月
ご
ろ
か
ら
活
発
に
会
社
訪
問
を
開
始
。「（
種
）モ
ミ
買
い
」と
称
さ
れ
る

こ
の
後
、
採
用
早
期
化
と
自
由
応
募
が
さ
ら
に
進
む
が
、
ド
ル
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
る
内
定
取
り
消
し
が
続
出

早
期
化
が
ま
す
ま
す
エ
ス
カ
レ
ー
ト
し
、
青
田
買
い
の
自
粛
運
動
の
兆
し
が
見
え
始
め
る

重
複
内
定
も
増
加
し
、
就
職
活
動
は
混
乱

文
部
省
、
労
働
省
、
日
経
連
の
間
で
、
青
田
買
い
の
自
粛
基
準
を
制
定

「
会
社
訪
問
開
始
5
月
1
日
、
選
考
開
始
7
月
1
日
」に

不
況
に
よ
る
内
定
取
り
消
し
の
問
題
化

就
職
協
定
の
内
容
が
変
更
さ
れ
、「
会
社
訪
問
開
始
10
月
1
日
、
選
考
開
始
11
月
1
日
」に

（
１
９
８
５
年
ま
で
維
持
）

円
高
不
況
に
よ
り
企
業
の
倒
産
が
続
き
、
公
務
員
試
験
に
応
募
者
が
殺
到

鉄
鋼
、
化
学
、
合
繊
の
市
況
産
業
が
大
卒
採
用
の
大
幅
増
を
打
ち
出
す
。
中
小
企
業
の
採
用
も
増
加

労
働
省
が
就
職
協
定
か
ら
撤
退
し
、
産
・
学
・
官
で
の
協
議
が
崩
壊

技
術
系
主
導
の
採
用
ブ
ー
ム
は
持
続
し
た
一
方
で
、
事
務
系
は
抑
制
気
味

青
田
買
い
が
再
び
エ
ス
カ
レ
ー
ト
し
始
め
る

臨
時
教
育
審
議
会
が「
青
田
買
い
是
正
」を
打
ち
出
す

「
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
」施
行
。
一
般
職
、
総
合
職
の
コ
ー
ス
別
採
用
が
ス
タ
ー
ト

就
職
協
定
改
定
。「
会
社
訪
問
開
始
8
月
20
日
、
内
定
開
始
11
月
1
日
」に

就
職
協
定
改
定
。「
企
業
説
明
会
開
始
8
月
20
日
、
会
社
訪
問
開
始
9
月
5
日
、
内
定
開
始
10
月
15
日
」に

大
手
企
業
を
中
心
に
協
定
は
順
守
さ
れ
る
が
、
解
禁
日
を
境
に「
超
・
大
手
企
業
」に
よ
る
学
生
の
拘
束
が
続
い
た

就
職
協
定
改
定
。「
企
業
等
の
説
明
お
よ
び
個
別
訪
問
開
始
8
月
20
日
、
内
定
開
始
10
月
1
日
」に

大
卒
求
人
倍
率
が
２
・
８
６
倍
と
な
り（
１
９
９
１
年
卒
）、
統
計
開
始
後
最
大
値
を
記
録

「
花
長
風
月
」（
花
形
企
業
、
長
期
休
暇
、
社
風
が
よ
い
、
月
給
が
高
い
）と
い
う
言
葉
も
は
や
っ
た

就
職
協
定
改
定
。「
企
業
等
の
説
明
お
よ
び
個
別
訪
問
開
始
8
月
1
日
」に

「
大
学
名
不
問
採
用
」が
登
場

就
職
協
定
が
変
更
さ
れ「
採
用
選
考
開
始
は
8
月
1
日
前
後
を
目
標
と
し
て
、
企
業
の
自
主
的
決
定
と
す
る
」に

日
程
は
企
業
の
決
定
に
委
ね
ら
れ
た

売
り
手
市
場
が
完
全
に
崩
壊
。
企
業
は“
質
”重
視
に
シ
フ
ト〈
就
職
氷
河
期
〉

就
職
協
定
の
廃
止
。
企
業
・
学
生
と
も
に
、
暗
中
模
索
の
動
き

活
動
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
、
1
カ
月
の
早
ま
り
が
見
ら
れ
、
各
プ
ロ
セ
ス
の
ピ
ー
ク
も
分
散
化
が
見
ら
れ
た

外
資
系
企
業
へ
の
人
気
が
高
ま
る

経
団
連
が「
倫
理
憲
章
」を
制
定

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の「
２
０
０
０
年
問
題
」に
よ
り
、
一
部
の
企
業
で
採
用
意
欲
が
高
ま
る
が
、

全
体
的
に
は
採
用
予
定
数
は
減
少
へ

大
卒
求
人
倍
率
が
０
・
９
９
倍
に（
２
０
０
０
年
卒
）。
初
め
て
１
・
０
０
倍
を
下
回
る

ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
へ
の
就
職
志
向
が
高
ま
る

大
卒
者
の
無
業
者
化
が
問
題
視（
２
０
０
０
年
卒
者
で
無
業
者
が
2
割
を
超
え
る
）

フ
リ
ー
タ
ー
増
加
の
問
題
も
浮
上

採
用
意
欲
が
多
少
回
復

景
気
低
迷
の
中
、
好
業
績
で
あ
る
自
動
車
メ
ー
カ
ー
を
は
じ
め
と
す
る

製
造
業
や
流
通
業
で
の
採
用
予
定
数
が
増
加

業
績
の
好
調
企
業
群
や
新
規
事
業
展
開
・
店
舗
拡
大
に
伴
う
増
員
計
画
な
ど
に
よ
り
、
採
用
予
定
数
が
微
増

運
輸
、
旅
行
業
界
へ
志
望
傾
向
が
鮮
明
に

大
手
・
中
堅
企
業
で
は
採
用
数
倍
増
に
対
し
て
、
中
小
・
零
細
企
業
で
は
、
低
迷
不
調
に
よ
り
採
用
数
減

景
気
回
復
と
と
も
に
、
大
企
業
か
ら
中
小
企
業
ま
で
採
用
意
欲
が
増
す

企
業
の
採
用
意
欲
が
拡
大
し
、
採
用
予
定
数
は
、
バ
ブ
ル
経
済
期
を
上
回
る

大
卒
求
人
倍
率
も
２
・
１
４
倍（
２
０
０
８
年
卒
）と
16
年
振
り
に
2
倍
を
超
え
る 

採
用
予
定
数
が
過
去
最
大
に
な
っ
た
が
、
9
月
、
リ
ー
マ
ン・シ
ョ
ッ
ク
に
よ
り
景
気
悪
化
へ

派
遣
切
り
な
ど
が
社
会
問
題
化
す
る
と
と
も
に
、
春
先
の
採
用
意
欲
も
減
退
傾
向
が
見
ら
れ
、

一
部
に
内
定
取
り
消
し
も
見
ら
れ
た

採
用
予
定
数
は
減
少
し
た
が
、
新
卒
採
用
自
体
へ
の
意
欲
は
あ
る
状
況
に
。
中
途
採
用
を
止
め
て
も
、

新
卒
採
用
を
行
う
企
業
が
見
ら
れ
た

大
卒
求
人
倍
率
が
１・２
８
倍（
２
０
１
１
年
卒
）に
低
下
。
厳
選
採
用
の
見
通
し
と
な
っ
た
一
方
、

大
企
業
で
は
採
用
予
定
数
が
大
幅
に
増
え
、
採
用
意
欲
回
復
の
兆
し
も
見
え
た

経
団
連
が「
倫
理
憲
章
」を
改
定

２
０
１
３
年
卒
の
採
用
選
考
活
動
は「
広
報
活
動
開
始
12
月
1
日
、
選
考
活
動
開
始
4
月
1
日
」に

（
２
０
１
５
年
卒
ま
で
維
持
）

政
府
の
要
請
に
よ
り
、
経
団
連
が「
採
用
に
関
す
る
指
針
」を
発
表

２
０
１
６
年
卒
の
採
用
選
考
活
動
は「
広
報
活
動
開
始
3
月
1
日
、
選
考
活
動
開
始
8
月
1
日
」に

大
卒
求
人
倍
率
が
１・６
１
倍（
２
０
１
５
年
卒
）と
前
年（
１・２
８
倍
）か
ら
大
幅
に
上
昇

企
業
側
、
大
学
側
、
政
府
の
協
議
を
踏
ま
え
、
経
団
連
が「
採
用
に
関
す
る
指
針
」を
改
定

２
０
１
７
年
卒
の
採
用
選
考
活
動
は「
広
報
活
動
開
始
3
月
1
日
、
選
考
活
動
開
始
6
月
1
日
」に

「R
B
 on the N

E
T

」（
現
リ
ク
ナ
ビ
）サ
ー
ビ
ス
開
始

ドルショック

大阪万博開催

第一次オイルショック 第二次オイルショック

円高不況 消費税導入（3％）

阪神・淡路
大震災

金融自由化

バブル景気（1986〜1991年）

不況の影響で1975年2月25日時点で「内定取り
消し（279人）」「自宅待機（1503人）」となり大き
な社会問題に。就職協定の見直しも数カ月におよ
んだ。（就職ジャーナル1975年6月号）

バブル崩壊で「就職浪
人」が前年比４万人増の
15万人となり社会問題
化。（就職ジャーナル
1994年12月号）

採用難で「量の確保」に
重きが置かれたバブル期
の採用。福利厚生の充
実、オフィス環境の向上な
ども話題に。（就職ジャー
ナル1990年2月号）

９月５日会社訪問開始日の様
子。数年前のような徹夜組こそ
出なかったが、受付開始時間前
には、長蛇の列ができた。（就職
ジャーナル1987年12月号）
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1900年代 2000年代

’70 ’73 ’75 ’76 ’77 ’79 ’80 ’82 ’84 ’85 ’86 ’87 ’89 ’90 ’91 ’92 ’95 ’96 ’97 ’98 ’99 ’00 ’01 ’02 ’03 ’04 ’05 ’07 ’08 ’09 ’10 ’11 ’13 ’14 ’15

学
生
が
3
年
生
の
12
月
ご
ろ
か
ら
活
発
に
会
社
訪
問
を
開
始
。「（
種
）モ
ミ
買
い
」と
称
さ
れ
る

こ
の
後
、
採
用
早
期
化
と
自
由
応
募
が
さ
ら
に
進
む
が
、
ド
ル
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
る
内
定
取
り
消
し
が
続
出

早
期
化
が
ま
す
ま
す
エ
ス
カ
レ
ー
ト
し
、
青
田
買
い
の
自
粛
運
動
の
兆
し
が
見
え
始
め
る

重
複
内
定
も
増
加
し
、
就
職
活
動
は
混
乱

文
部
省
、
労
働
省
、
日
経
連
の
間
で
、
青
田
買
い
の
自
粛
基
準
を
制
定

「
会
社
訪
問
開
始
5
月
1
日
、
選
考
開
始
7
月
1
日
」に

不
況
に
よ
る
内
定
取
り
消
し
の
問
題
化

就
職
協
定
の
内
容
が
変
更
さ
れ
、「
会
社
訪
問
開
始
10
月
1
日
、
選
考
開
始
11
月
1
日
」に

（
１
９
８
５
年
ま
で
維
持
）

円
高
不
況
に
よ
り
企
業
の
倒
産
が
続
き
、
公
務
員
試
験
に
応
募
者
が
殺
到

鉄
鋼
、
化
学
、
合
繊
の
市
況
産
業
が
大
卒
採
用
の
大
幅
増
を
打
ち
出
す
。
中
小
企
業
の
採
用
も
増
加

労
働
省
が
就
職
協
定
か
ら
撤
退
し
、
産
・
学
・
官
で
の
協
議
が
崩
壊

技
術
系
主
導
の
採
用
ブ
ー
ム
は
持
続
し
た
一
方
で
、
事
務
系
は
抑
制
気
味

青
田
買
い
が
再
び
エ
ス
カ
レ
ー
ト
し
始
め
る

臨
時
教
育
審
議
会
が「
青
田
買
い
是
正
」を
打
ち
出
す

「
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
」施
行
。
一
般
職
、
総
合
職
の
コ
ー
ス
別
採
用
が
ス
タ
ー
ト

就
職
協
定
改
定
。「
会
社
訪
問
開
始
8
月
20
日
、
内
定
開
始
11
月
1
日
」に

就
職
協
定
改
定
。「
企
業
説
明
会
開
始
8
月
20
日
、
会
社
訪
問
開
始
9
月
5
日
、
内
定
開
始
10
月
15
日
」に

大
手
企
業
を
中
心
に
協
定
は
順
守
さ
れ
る
が
、
解
禁
日
を
境
に「
超
・
大
手
企
業
」に
よ
る
学
生
の
拘
束
が
続
い
た

就
職
協
定
改
定
。「
企
業
等
の
説
明
お
よ
び
個
別
訪
問
開
始
8
月
20
日
、
内
定
開
始
10
月
1
日
」に

大
卒
求
人
倍
率
が
２
・
８
６
倍
と
な
り（
１
９
９
１
年
卒
）、
統
計
開
始
後
最
大
値
を
記
録

「
花
長
風
月
」（
花
形
企
業
、
長
期
休
暇
、
社
風
が
よ
い
、
月
給
が
高
い
）と
い
う
言
葉
も
は
や
っ
た

就
職
協
定
改
定
。「
企
業
等
の
説
明
お
よ
び
個
別
訪
問
開
始
8
月
1
日
」に

「
大
学
名
不
問
採
用
」が
登
場

就
職
協
定
が
変
更
さ
れ「
採
用
選
考
開
始
は
8
月
1
日
前
後
を
目
標
と
し
て
、
企
業
の
自
主
的
決
定
と
す
る
」に

日
程
は
企
業
の
決
定
に
委
ね
ら
れ
た

売
り
手
市
場
が
完
全
に
崩
壊
。
企
業
は“
質
”重
視
に
シ
フ
ト〈
就
職
氷
河
期
〉

就
職
協
定
の
廃
止
。
企
業
・
学
生
と
も
に
、
暗
中
模
索
の
動
き

活
動
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
、
1
カ
月
の
早
ま
り
が
見
ら
れ
、
各
プ
ロ
セ
ス
の
ピ
ー
ク
も
分
散
化
が
見
ら
れ
た

外
資
系
企
業
へ
の
人
気
が
高
ま
る

経
団
連
が「
倫
理
憲
章
」を
制
定

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の「
２
０
０
０
年
問
題
」に
よ
り
、
一
部
の
企
業
で
採
用
意
欲
が
高
ま
る
が
、

全
体
的
に
は
採
用
予
定
数
は
減
少
へ

大
卒
求
人
倍
率
が
０
・
９
９
倍
に（
２
０
０
０
年
卒
）。
初
め
て
１
・
０
０
倍
を
下
回
る

ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
へ
の
就
職
志
向
が
高
ま
る

大
卒
者
の
無
業
者
化
が
問
題
視（
２
０
０
０
年
卒
者
で
無
業
者
が
2
割
を
超
え
る
）

フ
リ
ー
タ
ー
増
加
の
問
題
も
浮
上

採
用
意
欲
が
多
少
回
復

景
気
低
迷
の
中
、
好
業
績
で
あ
る
自
動
車
メ
ー
カ
ー
を
は
じ
め
と
す
る

製
造
業
や
流
通
業
で
の
採
用
予
定
数
が
増
加

業
績
の
好
調
企
業
群
や
新
規
事
業
展
開
・
店
舗
拡
大
に
伴
う
増
員
計
画
な
ど
に
よ
り
、
採
用
予
定
数
が
微
増

運
輸
、
旅
行
業
界
へ
志
望
傾
向
が
鮮
明
に

大
手
・
中
堅
企
業
で
は
採
用
数
倍
増
に
対
し
て
、
中
小
・
零
細
企
業
で
は
、
低
迷
不
調
に
よ
り
採
用
数
減

景
気
回
復
と
と
も
に
、
大
企
業
か
ら
中
小
企
業
ま
で
採
用
意
欲
が
増
す

企
業
の
採
用
意
欲
が
拡
大
し
、
採
用
予
定
数
は
、
バ
ブ
ル
経
済
期
を
上
回
る

大
卒
求
人
倍
率
も
２
・
１
４
倍（
２
０
０
８
年
卒
）と
16
年
振
り
に
2
倍
を
超
え
る 

採
用
予
定
数
が
過
去
最
大
に
な
っ
た
が
、
9
月
、
リ
ー
マ
ン・シ
ョ
ッ
ク
に
よ
り
景
気
悪
化
へ

派
遣
切
り
な
ど
が
社
会
問
題
化
す
る
と
と
も
に
、
春
先
の
採
用
意
欲
も
減
退
傾
向
が
見
ら
れ
、

一
部
に
内
定
取
り
消
し
も
見
ら
れ
た

採
用
予
定
数
は
減
少
し
た
が
、
新
卒
採
用
自
体
へ
の
意
欲
は
あ
る
状
況
に
。
中
途
採
用
を
止
め
て
も
、

新
卒
採
用
を
行
う
企
業
が
見
ら
れ
た

大
卒
求
人
倍
率
が
１・２
８
倍（
２
０
１
１
年
卒
）に
低
下
。
厳
選
採
用
の
見
通
し
と
な
っ
た
一
方
、

大
企
業
で
は
採
用
予
定
数
が
大
幅
に
増
え
、
採
用
意
欲
回
復
の
兆
し
も
見
え
た

経
団
連
が「
倫
理
憲
章
」を
改
定

２
０
１
３
年
卒
の
採
用
選
考
活
動
は「
広
報
活
動
開
始
12
月
1
日
、
選
考
活
動
開
始
4
月
1
日
」に

（
２
０
１
５
年
卒
ま
で
維
持
）

政
府
の
要
請
に
よ
り
、
経
団
連
が「
採
用
に
関
す
る
指
針
」を
発
表

２
０
１
６
年
卒
の
採
用
選
考
活
動
は「
広
報
活
動
開
始
3
月
1
日
、
選
考
活
動
開
始
8
月
1
日
」に

大
卒
求
人
倍
率
が
１・６
１
倍（
２
０
１
５
年
卒
）と
前
年（
１・２
８
倍
）か
ら
大
幅
に
上
昇

企
業
側
、
大
学
側
、
政
府
の
協
議
を
踏
ま
え
、
経
団
連
が「
採
用
に
関
す
る
指
針
」を
改
定

２
０
１
７
年
卒
の
採
用
選
考
活
動
は「
広
報
活
動
開
始
3
月
1
日
、
選
考
活
動
開
始
6
月
1
日
」に

「R
B
 on the N

E
T

」（
現
リ
ク
ナ
ビ
）サ
ー
ビ
ス
開
始

消費税率UP（5％）

アジア通貨危機

阪神・淡路
大震災

長野オリンピック開催 米国同時多発テロ 愛知万博開催 リーマン・ショック

東日本大震災
1＄＝75円32銭
（戦後最高値）

アベノミクス
（景気が回復基調に）

消費税率
UP（8％）

金融ビッグバン

リーマン・ショック前の2008年卒の学生は「売り手
市場」で、４割の企業が新卒採用スケジュールを前
年より早めた。（就職ジャーナル2008年2月号）

1997年の就職協定廃
止後の採用を振り返り、こ
の1999年卒向けの採用
活動は「若干早まる」と予
想された。（就職ジャーナ
ル1998年2月号）



2016年3月30日発行

発行人・編集人■就職みらい研究所　所長 岡崎仁美
就職みらい研究所■戸川博司、舛田博之、杉村希世子、德永英子、

中川陽介、大橋ともみ、村松 忍
制作パートナー■浅田夕香（編集・執筆）、岡村 玲（執筆）、刑部友康（撮影）、中根ゆたか（イラスト）、吉田圭佑（制作アシスタント）、

長谷部喜久子（校正）、Kuwa Design（デザイン）、大日本印刷株式会社（印刷）

非売品　Printed in Japan

※本誌記事・写真・イラストの無断転載・複製を禁じます。出典元を明記していただければ、基本的にご利用可能ですが、
　その際は事前に「リクルートキャリア 広報担当（kouho@waku-2.com）」までご一報ください。

［ 就職みらい研究所HP ］学生・企業対象の様々な調査・研究レポートを掲載しております。
http://data.recruitcareer.co.jp/

Ⓒ株式会社リクルートキャリア

参考文献、調査一覧

＜文献＞

『非常時就職指針』 石戸谷勇吉著 / 時潮社 / 1933（昭和8）年発行

『就職への道』 松永義治著 / 三光社 / 1934（昭和9）年発行

『日本就職史』 尾崎盛光著 / 文藝春秋 / 1967（昭和42）年発行

『日本雇用史（上・下）』 坂本藤良著 / 中央経済 / 1977（昭和52）年発行

『大学から社会へ―人材育成と知の還元』小方直幸編 / 玉川大学出版部 / 2011（平成23）年発行

『就職ジャーナル』 （1968年～2009年発行分） / リクルート

『Works』 6号（1996年）、17号（1997年）、61号（2004年）、102号（2010年） / リクルートワークス研究所

＜調査＞

厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

リクルートワークス研究所「ワークス大卒求人倍率調査」（2015年4月）、「ワークス採用見通し調査」（2014年12月）

「中途採用実態調査」（2016年1月）

37




